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17議員が市政を問う一 般 質 問

山　田　洋　子
（柊の会）

問　今後は町内会の再編が考えられるが、区域
が拡大すると地域の負担が増えるのでは。
答　町内会や小学校のＰＴＡ等の地域活動を担
う市民団体を対象とした座談会では、コミュニ
ティーを形成するために必要な組織体制、活動
内容の見直し、さらには単位町内会が抱える役
員の担い手がいない、会員が少なくて活動がで
きないといった問題についても話合いが行われ
ており、その中で新たに負担が増えるなどと
いった課題は出ていない状況です。また、通常
は団体の統合や組織の再編に当たっては、ス
ケールメリットが働き、負担が少なくなると言
われていますので、懸念するような状況になる
ことは考えにくいのではないかと思っています。
問　市街地の町内会では戸数の減少で譲渡され
たデザイン灯の維持管理等に苦慮していると聞
くが、市の考えは。
答　町内会または商店会組合等が所有し、維持
管理されていることから、所有者を確認した上
で、どのような対応が可能なのかを検討します
ので、こうした事案がある場合は窓口で相談い
ただくか、町内会要望等の機会を通じて要望い
ただきたいと考えています。

問　環境に優しい農業の取組は。
答　平成27年度から、化学肥料と農薬を５割
以上低減する取組を対象とする環境保全型農業
直接支払交付金事業を実施し、取組面積に応じ
て交付金を交付しているほか、平成26年度から、
過度な施肥による生育不良や病気の誘発を防ぐ
ため、土壌診断に要する費用の一部を補助する
おいしい十和田野菜の健康な土づくり事業を実
施、支援しており、今では市内の農業者に広く
定着しているところです。

問　小中学校の給食費無償化に取り組むことで
教育や子育て環境の充実につながると考えるが、
県が示す学校給食費無償化の動きに対する市の
実施見通しは。　
答　県の方針を踏まえ、令和６年10月から小
中学校の給食費を無償化したいと考えています。
問　食育の観点からも食材の地産地消は続けて
ほしい。市の給食費と県の支援額との差額は。
答　市の１食当たりの給食費は、食材高騰分を
市が20円支援し、小学校280円、中学校310
円で県の設定額と同じです。

問　デジタル人材の需要が高まり、人手不足が
懸念されるが、県や国の事業を活用した市職員
の育成や外部からの登用といった、人材育成を
する考えは。
答　市職員の育成は重要であるため、市独自の
取組に加え、県等が実施する各種研修等を活用
しながら育成に努めたいと考えています。

問　湯ノ台地区温泉新規掘削事業について、新
規の掘削に至らなかった理由は。
答　調査結果から、掘削本数３本以上で湯量毎
分1,000リットルの要件に合致しない可能性
が高いと判断し、新規掘削は断念しました。
問　温泉事業の必要性についての考えは。
答　市の観光を支える滞在拠点である焼山地区
の機能維持には温泉は大切な要素であると考え、
引湯管の更新事業に取り組んでいます。
問　温泉排水槽に経年劣化が見られるが、更新
が必要ではないか。
答　定期的な清掃、点検を行い問題はないこと
から更新はせず、維持管理に努めたいと考えて
います。
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問　令和５年度の移住・定住住宅取得支援事業
と移住支援金事業は、それぞれ予算の上限に達
したために年度途中に受付を終了したが、令和
６年度が始まるまでの間、予備費や補正予算で
対応し救済することはできないか。
答　移住・定住住宅取得支援事業の受付終了は、
申請の多くを占める新築分について、年度内完
成という要件を満たすことが困難なことから、
仮に予算を補正した場合でも補助対象とならな
い可能性が高いと判断したためであり、このよ
うなケースについては令和６年度の補助対象と
することを予定しています。移住支援金事業に
ついては、移住後１年以内であれば申請可能な
制度となっていることから、相談者には申請期
限について丁寧な説明を行い、理解をいただい
ています。いずれにしても、移住を希望する方
が不利益を被ることがないように引き続き、適
切な支援、周知に努めていきたいと考えていま
す。

問　物価高騰対策事業者支援給付金で医療施設
である整骨院、接骨院、鍼灸マッサージ院、助
産院の分類が医療施設などではなく中小企業者
となった理由は。
答　令和２年度と令和３年度に３回実施した経
済支援対策給付金等においては、病院や診療所
などの医療業は給付対象外としていましたが、
施術所は生活関連サービス事業者の区分で給付
対象として取り扱った経緯があったこと、また
加えて、施術所や助産院は比較的規模の小さな
事業者が多いと考えられ、事業規模の要件を確
認する必要性なども勘案した結果、今回の給付
事業では、中小企業者に分類することが適当で
あると判断しました。

問　一本木沢町内会で実施した生ごみ回収実証
事業の結果は。
答　一月分として960キロの生ごみを回収す
ることができ、年間で約11.6トンの削減となり、
１人１日当たり約27.7グラムの減量につなが
るものと試算することができました。また、合
わせて一般家庭１戸当たりの約1.5日分の電気
エネルギーと有機肥料約50キロの再資源化に
つながっています。
問　事業の継続と市全域で取り組んでほしいと
考えるが、市の考えは。
答　令和６年度は、引き続き一本木沢町内会に
協力をいただき、回収期間を５月から翌年３月
まで延長して実施する予定で、今後は年間を通
して回収した場合の課題を整理しながら、生ご
みの回収量、費用対効果を基に、回収エリアの
拡大について検討したいと考えています。

問　建設業の働き手不足や、働き方改革による
残業時間の規制等で工期どおり完成できない事
例や、建設資材も高騰していることから入札が
不調となる事例も見受けられる。当市の建設工
事でも工期を延長した例があることから、確か
な積算と、余裕を持って工期を決定するべきだ。
どのような基準で積算しているのか。
答　国、県が策定する積算基準により積算して
います。積算基準には、工事費を構成する共通
費の算定方法が定められており、工事費の適正
な積算を目的として、必要な事項が記載されて
います。
問　どのような基準で工期を決めているのか。
答　工事を実施する前に行う設計業務委託で設
計事務所が作成する概略工事工程表と過去の類
似工事を参考として、工期を決定しています。

年度途中で受付終了した
移住定住関連事業に救済を 生ごみ回収実証事業の結果は

竹　島　直　樹
（柊の会）

負担は少なくなると考える 令和６年10月から実施する移住希望者に不利益が
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